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(57)【要約】
【課題】照射時間を短縮し、単位時間当りの治療患者数
を増加する。
【解決手段】イオンビームの入射、加速、出射及び減速
の４つの工程からなるパターン運転を周期的に行うシン
クロトロン４と、高周波印加電極７とこの高周波印加電
極７に高周波電力を印加する高周波電源８との接続を開
閉する開閉スイッチ９と、シンクロトロン４の出射工程
中にイオンビームの出射停止が少なくとも１回行われる
場合に、１周期内にシンクロトロン４から出射されるイ
オンビームの量がほぼ一定となるように開閉スイッチ９
の開閉タイミングを制御するタイミング制御装置６２と
を備える。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射装置において、
　前記荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を含むパターン運転を周期的に行う加速
器と、
　前記加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量を変更するビーム出射量調整装置と
、
　前記加速器の出射工程中に前記荷電粒子ビームの出射停止が少なくとも１回行われる場
合に、１周期内に前記加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となる
ように前記ビーム出射量調整装置を制御する制御装置とを備えたことを特徴とする荷電粒
子ビーム出射装置。
【請求項２】
　荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射装置において、
　前記荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を含むパターン運転を周期的に行う加速
器と、
　前記加速器の出射工程の時間を変更する出射時間調整装置と、
　前記加速器の出射工程中に前記荷電粒子ビームの出射停止が少なくとも１回行われる場
合に、１周期内に前記加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となる
ように前記出射時間調整装置を制御する制御装置とを備えたことを特徴とする荷電粒子ビ
ーム出射装置。
【請求項３】
　荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射装置において、
　前記荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を含むパターン運転を周期的に行う加速
器と、
　前記加速器から出射される前記荷電粒子ビームの強度を変更するビーム強度調整装置と
、
　前記加速器の出射工程中に前記荷電粒子ビームの出射停止が少なくとも１回行われる場
合に、１周期内に前記加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となる
ように前記ビーム強度調整装置を制御する制御装置とを備えたことを特徴とする荷電粒子
ビーム出射装置。
【請求項４】
　治療計画情報に基づき、前記ビーム出射量調整装置、前記出射時間調整装置、又は前記
ビーム強度調整装置を制御する前記制御装置を備えたことを特徴とする請求項１乃至請求
項３のいずれかに記載の荷電粒子ビーム出射装置。
【請求項５】
　前記加速器の出射工程中における出射時間と出射停止時間との比率に基づき、前記ビー
ム出射量調整装置、前記出射時間調整装置、又は前記ビーム強度調整装置を制御する前記
制御装置を備えたことを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれかに記載の荷電粒子ビ
ーム出射装置。
【請求項６】
　前記加速器の出射工程中における出射時間と出射停止時間との比率に基づき、前記加速
器の前記荷電粒子ビームの出射可能時間を設定する出射可能時間設定装置、前記加速器か
ら前記荷電粒子ビームが出射された時間を積算する積算装置、及び前記積算した出射時間
が前記設定した出射可能時間に到達したかどうかを判定する判定装置を有する前記制御装
置を備えたことを特徴とする請求項２記載の荷電粒子ビーム出射装置。
【請求項７】
　前記判定装置により前記積算した出射時間が前記設定した出射可能時間に到達したと判
定された場合に、前記加速器からの前記荷電粒子ビームの出射を停止させる出射停止装置
を備えたことを特徴とする請求項６記載の荷電粒子ビーム出射装置。
【請求項８】
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　前記加速器の出射工程中における出射時間と出射停止時間との比率に基づき、前記加速
器から出射される前記荷電粒子ビームの強度を設定するビーム強度設定装置、及び前記設
定したビーム強度となるように前記加速器中を周回する前記荷電粒子ビームに印加する高
周波出力を制御する高周波出力制御装置を有する前記制御装置を備えたことを特徴とする
請求項３記載の荷電粒子ビーム出射装置。
【請求項９】
　荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を含むパターン運転を周期的に行う加速器か
ら出射された前記荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射方法にお
いて、
　前記加速器の出射工程中に出射停止が少なくとも１回行われる場合に、１周期内に前記
加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるように制御することを
特徴とする荷電粒子ビーム出射方法。
【請求項１０】
　荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を含むパターン運転を周期的に行う加速器か
ら出射された前記荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射方法にお
いて、
　前記加速器の出射工程中に出射停止が少なくとも１回行われる場合に、１周期内に前記
加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるように前記加速器の出
射工程の時間を変更することを特徴とする荷電粒子ビーム出射方法。
【請求項１１】
　荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を含むパターン運転を周期的に行う加速器か
ら出射された前記荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射方法にお
いて、
　前記加速器の出射工程中に出射停止が少なくとも１回行われる場合に、１周期内に前記
加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるように前記加速器から
出射される前記荷電粒子ビームの強度を変更することを特徴とする荷電粒子ビーム出射方
法。
【請求項１２】
　荷電粒子ビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビーム出射装置において、前記荷電
粒子ビームを周期的に出射・停止させる加速器と、前記加速器から出射される前記荷電粒
子ビームの強度を変更するビーム強度調整装置と、
　前記加速器から出射される荷電粒子ビームの出射停止がある周期内*に行われる場合に
、その周期内に前記加速器から出射される前記荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるよ
うに前記ビーム強度調整装置を制御する制御装置とを備えたことを特徴とする荷電粒子ビ
ーム出射装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、陽子及び炭素イオン等のイオンビームを照射装置から出射させる荷電粒子ビ
ーム出射装置及び荷電粒子ビーム出射方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　癌などの患者の患部に陽子及び炭素イオン等のイオンビームを照射する治療方法が知ら
れている。この治療に用いる粒子線治療装置は、イオンビーム発生装置、ビーム輸送系、
及び例えば回転式の照射装置を備えている。イオンビーム発生装置で加速されたイオンビ
ームは、第１ビーム輸送系を経て照射装置に達し、照射装置に備えられた第２ビーム輸送
系を通って照射ノズルから患者の患部に照射される。イオンビーム発生装置としては、イ
オンビームを周回軌道に沿って周回させる手段、共鳴の安定限界の外側でイオンビームの
ベータトロン振動を共鳴状態にする手段、及びイオンビームを周回軌道から取り出す出射
用デフレクタを備えた円形加速器が知られている（例えば、特許文献１参照。）。



(4) JP 2009-273632 A 2009.11.26

10

20

30

40

50

【０００３】
　一方、イオンビームを用いた治療において、例えば陽子ビームの照射では、陽子が停止
するに至ったときに陽子エネルギーの大部分が放出される（＝ブラッグピーク）という特
性を利用し、陽子ビームのエネルギーを選択することで陽子を患部近傍で停止させてエネ
ルギー（吸収線量)の大部分を患部の細胞にのみ与えるよう図られる。
【０００４】
　ここで、通常、患部は臓器に存在することから、患者体内奥行き方向（すなわちビーム
の進行方向）にある程度の厚みをもっている。このような患部の厚み方向寸法全域にわた
ってイオンビームを効果的に照射するには、厚み方向にある程度広いフラットな吸収線量
範囲（拡大ブラッグピーク(spread-out Bragg peak)。以下、ＳＯＢＰと記載する。）を
備えるように、イオンビームを制御しなければならない。
【０００５】
　このような観点から、従来、段階的に厚みが増大又は減少する分布を備えた形状の構造
物をビームの進行方向と垂直な方向に周期的に配置することで、ビームの入射位置に応じ
てビームが通過する厚さを変更するリッジフィルタが既に提唱されている（例えば、非特
許文献１参照。）。このリッジフィルタをビームが通過すると、構造物と構造物の間をイ
オンビームが通過したときにビームエネルギーは減衰することなく通過するためブラッグ
ピークが体内深くにて生じ、構造物のうち薄い段部を通過したときはビームエネルギーが
若干減衰されてブラッグピークが体内中央部にて生じ、構造物のうち厚い段部を通過した
ときはビームエネルギーが大きく減衰されてブラッグピークが体表面近くの浅い部分で生
じる。このように、異なる体内深さのブラッグピークが照射される結果、体表面近くから
体内深くまでに至る比較的広いＳＯＢＰを得ることができる。
【０００６】
　また、ＳＯＢＰを得る別の手段として周回方向に段階的に厚みが増大又は減少する分布
を備えた羽根を複数枚有するレンジモジュレーションホイール（以下、ＲＭＷという）が
既に提唱されている（例えば、非特許文献２参照。）。このＲＭＷをイオンビームの進路
に設けてイオンビームの進行方向に垂直な面内で回転させると、羽根と羽根の間をイオン
ビームが通過したときはビームエネルギーは減衰することなく通過するためブラッグピー
クが体内深くにて生じ、羽根のうち薄い段部を通過したときはビームエネルギーが若干減
衰されてブラッグピークが体内中央部にて生じ、羽根のうち厚い段部を通過したときはビ
ームエネルギーが大きく減衰されてブラッグピークが体表面近くの浅い部分で生じる。Ｒ
ＭＷの回転によりこのようなブラッグピーク位置の変動が周期的に行われる結果、時間積
分で見ると、体表面近くから体内深くまでに至る比較的広いＳＯＢＰを得ることができる
。
【０００７】
　一方、患部形状に対する線量分布の一致性を向上し周辺臓器への不要線量を極力低減す
る照射方式のひとつとして、ペンシル状の小径ビームを患部形状に合わせて走査するペン
シルビームスキャニング方式がある。この照射方式において、照射領域を微小なターゲッ
ト（以下、スポットという）に分割し、そのスポットに予め定められた線量を照射したら
ビームを停止し、次のスポットへの照射準備が整い次第照射を開始し、そのスポットでの
規定線量に達したらビームを停止し、再び次のスポットへの照射準備を行うという照射方
式が提案されている（例えば、特許文献２参照。）この場合、深さ方向の制御は、円形加
速器を用いる場合には目標エネルギーの設定を順次変更することにより行う。すなわち、
患部を深さ方向に複数の層に分け、各層における全てのスポットの照射が終了したら円形
加速器の目標エネルギー設定を変更し、層を移動する。同一層内においては、同一エネル
ギーでビームの照射・停止を繰り返して各スポットの照射を順次行う。
【０００８】
【特許文献１】米国特許第５３６３００８号明細書
【特許文献２】特許第２８３３６０２号公報
【非特許文献１】レビュー　オブ　サイエンティフィック　インスツルメンツ６４巻８号
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（１９９３年８月）のページ２０７８、図３１(REVIEW OF SCIENTIFIC INSTRUMENTS VOLU
ME 64 NUMBER 8 (AUGUST 1993) P2078 FIG.31)
【非特許文献２】レビュー　オブ　サイエンティフィック　インスツルメンツ６４巻８号
（１９９３年８月）のページ２０７７、図３０(REVIEW OF SCIENTIFIC INSTRUMENTS VOLU
ME 64 NUMBER 8 (AUGUST 1993) P2077 FIG.30)
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本願発明者のうちの一部が関与してなされた発明、すなわち、ＲＭＷが回転していると
きに、シンクロトロンからのイオンビームの出射をＯＮ／ＯＦＦ制御する荷電粒子ビーム
出射装置の発明が出願されている。その発明では、ＲＭＷを回転させつつ、例えば比較的
長い時間、すなわちＲＭＷの広い回転角度の範囲にわたってイオンビームを通過させるよ
うにすればイオンビームの減衰度合いが大きく変動することからＳＯＢＰは広くなり、比
較的短い時間すなわちＲＭＷの狭い回転角度の範囲にイオンビームを通過させるようにす
ればイオンビームの減衰度合いがあまり変動しないためＳＯＢＰは狭くなる。このように
、ＲＭＷの回転時にイオンビームの出射をＯＮ／ＯＦＦ制御することで、１つのＲＭＷで
多様なＳＯＢＰを得られるので、ＲＭＷの交換頻度を低減でき、多数の患者に対し、円滑
に治療を行うことができる。
【００１０】
　上記レンジモジュレーションホイールを用いて多様なＳＯＢＰを得る方法や、従来技術
で述べたペンシルビームスキャニング方式は、前者は円滑な治療をもたらしスループット
の高い治療装置を実現可能で、後者は線量集中性をより高めるという意味で照射精度の高
い治療装置を実現可能であるため、イオンビームを用いた治療方法の高度化のために期待
されている。いずれの照射においてもイオンビームの照射・停止を繰り返す照射方法であ
り、例えば円形加速器においては安定境界内にある荷電粒子の振動振幅を増大させビーム
を出射させる高周波電磁界をオン／オフさせることで、オン期間はビーム照射、オフ期間
は照射停止という制御が可能になることが知られている。
【００１１】
　ここで、円形加速器は、イオンを前段の加速器から入射する入射工程、入射したイオン
を目標のエネルギーまで加速する加速工程、加速したイオンを照射装置に対して出射する
出射工程、及び出射工程終了後にイオンを減速する減速工程からなる一定の運転パターン
を周期的に繰り返すように運用される。したがって、イオンビームは上記パターン運転を
繰り返す円形加速器から断続的に出射されることになる。イオンビームの出射から次の出
射に至るまでの時間間隔を運転周期と呼ぶ。このとき、特許文献１記載の従来の円形加速
器では、運転周期が固定されており、その結果、１周期中における出射工程の時間も固定
されていた。したがって、上記のＲＭＷを用いて多様なＳＯＢＰを得る方法やペンシルビ
ームスキャニング方式のように出射工程中にビームの出射・停止を繰り返す照射を行った
場合、１運転周期内に円形加速器から照射装置に出射されるイオンビームの量が出射工程
中におけるビーム出射時間が占める比率に応じて減少することになり、患者に対する照射
時間が長くなる。その結果、単位時間当りの治療患者数が減少する。
【００１２】
　本発明の目的は、照射時間を短縮し、単位時間当りの治療患者数を増加することができ
る荷電粒子ビーム出射装置及び荷電粒子ビーム出射方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１３】
　上記した目的を達成する本発明の特徴は、荷電粒子ビームの入射、加速及び出射工程を
含むパターン運転を周期的に行う加速器から出射された荷電粒子ビームを照射装置から出
射させる際に、加速器の出射工程中に出射停止が少なくとも１回行われる場合に、１周期
内に加速器から出射される荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるように制御することに
ある。これにより、レンジモジュレーションホイールを用いて多様なＳＯＢＰを得る方法



(6) JP 2009-273632 A 2009.11.26

10

20

30

40

50

やペンシルビームスキャニングのように出射工程中にビームの出射及び出射停止が繰り返
し行われる場合においても、１周期内に照射装置から出射されるビーム量が減少すること
がない。したがって、患者に対する照射時間を短縮でき、単位時間当りの治療患者数を増
加することができる。
【００１４】
　好ましくは、加速器の出射工程の時間を変更することにより、１周期内に加速器から出
射される荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるようにするとよい。
【００１５】
　また好ましくは、加速器から出射される荷電粒子ビームの強度を変更することにより、
１周期内に加速器から出射される荷電粒子ビームの量がほぼ設定量となるようにするとよ
い。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、照射時間を短縮し、単位時間当りの治療患者数を増加することができ
る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１７】
　以下、本発明の荷電粒子ビーム出射装置及び荷電粒子ビーム出射方法の実施の形態を図
面を参照しつつ説明する。
【００１８】
　（実施形態１）
  本発明の好適な一実施形態である粒子線出射装置を、図１を用いて説明する。本実施形
態の粒子線出射装置は、イオンビーム発生装置１と、イオンビーム発生装置１の下流側に
接続されたビーム輸送系２とを有している。
【００１９】
　イオンビーム発生装置１は、イオン源（図示せず）、前段イオンビーム発生装置３及び
シンクロトロン（加速器）４を有する。シンクロトロン４は、高周波印加装置５、及び加
速装置６を有する。高周波印加装置５は、シンクロトロン４の周回軌道に配置された高周
波印加電極７と高周波電源８とを開閉スイッチ９，１０にて接続した構成となっている。
加速装置６は、その周回軌道に配置された高周波加速空胴（図示せず）、及び高周波加速
空胴に高周波電力を印加する高周波電源（図示せず）を備える。イオン源で発生したイオ
ン（例えば、陽子イオン（または炭素イオン））は前段イオンビーム発生装置（例えば直
線イオンビーム発生装置）３で加速される。前段イオンビーム発生装置３から出射された
イオンビームはシンクロトロン４に入射される。荷電粒子ビームであるそのイオンビーム
は、シンクロトロン４で、高周波電源から高周波加速空胴を経てイオンビームに印加され
る高周波電力によってエネルギーを与えられて加速される。シンクロトロン４内を周回す
るイオンビームのエネルギーが設定されたエネルギー（例えば６０～２５０ＭｅＶ）まで
に高められた後、高周波電源８からの出射用の高周波が、閉じられた開閉スイッチ９，１
０を経て高周波印加電極７に達し、高周波印加電極７よりイオンビームに印加される。安
定限界内で周回しているイオンビームは、この高周波の印加によって安定限界外に移行し
、出射用デフレクタ１１を通ってシンクロトロン４から出射される。イオンビームの出射
の際には、シンクロトロン４に設けられた四極電磁石１２及び偏向電磁石１３に導かれる
電流が電流設定値に保持され、安定限界もほぼ一定に保持されている。開閉スイッチ９又
は１０を開いて高周波印加電極７への高周波電力の印加を停止することによって、シンク
ロトロン４からのイオンビームの出射が停止されるようになっている。
【００２０】
　イオンビーム発生装置１の運転制御は加速器制御装置６０によって行われる。この加速
器制御装置６０は、シンクロトロン４の運転条件を記憶する加速器運転条件記憶部６１、
及びシンクロトロン４の入射・加速・出射・減速の４つの工程からなるパターン運転のタ
イミングに関わる制御を行うタイミング制御装置６２を有している。照射制御装置７０か
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ら与えられる照射条件に対応した加速器の運転条件は予め計算や実験によって定められて
おり、加速器制御装置６０はその運転条件を加速器運転条件記憶部６１から呼び出して各
機器の設定を行う。
【００２１】
　シンクロトロン４から出射されたイオンビームは、ビーム輸送系２を経て下流側に輸送
される。ビーム輸送系２は、四極電磁石１４及び偏向電磁石１５と、治療室内に配置され
た照射装置１６に連絡されるビーム経路１７と、このビーム経路１７にビーム進行方向上
流側より配置された四極電磁石１８，１８、偏向電磁石１９，２０とを備える。ビーム輸
送系２へ導入されたイオンビームは、ビーム経路１７を通って照射装置１６へと輸送され
、治療台２１に乗っている患者２２の患部に照射される。偏向電磁石１５以降の機器は図
中の回転軸を中心に患者の周りを回転し、様々な方向からイオンビームを照射可能とする
回転ガントリー（図示せず）と呼ばれる装置上に設置されている。
【００２２】
　本実施形態の照射装置１６では、散乱体（図示せず）による照射野拡大とレンジモジュ
レーションホイール（以下、ＲＭＷという）４０を用いた拡大ブラッグピーク形成により
照射野を形成する。照射装置１６の内部には、線量モニタ３１（ひとつとは限らない）、
ＲＭＷ４０などがビーム軸上に配置されている。
【００２３】
　ＲＭＷ４０の詳細構造を図２に示す。この図２に示すように、ＲＭＷ４０は、回転軸４
３、この回転軸４３と同心円に配置された円筒部材４４、及び回転軸４３に取り付けられ
ＲＭＷ４０の半径方向に伸びた複数の翼（本実施例では３枚）４５を有している。これら
の翼４５はその周方向における幅が径方向外側に行くほど広くなるように（すなわち円筒
部材４４側が回転軸４３側よりも広くなるように）形成されており、径方向外側の端部は
円筒部材４４の内周面に取り付けられている。また、ＲＭＷ４０の周方向における翼４５
，４５間には、それぞれ開口４６が形成されている。すなわち、１つのＲＭＷ４０には３
枚の翼４５の相互間に形成された開口４６が３つ存在する。これら開口４６も周方向にお
ける幅が径方向外側に行くほど広くなるように形成されている。
【００２４】
　上記各翼４５は、ＲＭＷ４０の周方向において階段状に配置された複数の平面領域４７
（すなわち平面領域４７は、例えば階段において足を乗せる平面に相当する。）を有して
おり、ビーム軸の方向におけるＲＭＷ４０の底面から各平面領域４７までの各厚みが異な
っている（ＲＭＷ４０の底面から各平面領域４７までのレベルが異なる）。ここでは、１
つの平面領域４７の部分におけるその厚みを、平面領域部分の厚みという。すなわち、翼
４５は、周方向において翼４５の両側に位置する開口４６からビーム軸の方向における最
も厚みの厚い翼頂部４５Ａに位置する平面領域４７に向かって各平面領域部分の厚みが増
加するように形成されている。各平面領域４７は回転軸４３から円筒部材４４に向かって
延びており、その周方向における幅も径方向外側に行くほど広くなっている。
【００２５】
　このように構成されるＲＭＷ４０には回転角度（回転位相）を検出する角度計（図示せ
ず）が設けられている。この角度計で検出されたＲＭＷ４０の回転角度は、照射制御装置
７０の照射制御部７１に出力される。
【００２６】
　ここで、本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置では、ＲＭＷ４０の回転角度に応じてイ
オンビーム発生装置１からのイオンビームの出射のＯＮ／ＯＦＦを制御することにより、
単一のＲＭＷ４０で複数のＳＯＢＰを得られるように図っている。以下、この詳細につい
て説明する。
【００２７】
　図３はＲＭＷ４０の上面図であり、３つのイオンビームの照射条件Ｄ，Ｅ，Ｆを例とし
て示している。図４はこれらビーム照射条件Ｄ，Ｅ，Ｆを時系列で示した図であり、また
図５はこれらビーム照射条件Ｄ，Ｅ，Ｆによって得られる線量分布を示す図である。
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【００２８】
　すなわち、開口部４６をイオンビームが通過したときにはビームエネルギーは減衰する
ことなく通過するためブラッグピークが体内深くにて生じ、翼４５のうち平面領域部分の
厚みが比較的薄い平面領域４７を通過したときはビームエネルギーが若干減衰されてブラ
ッグピークが体内略中央部にて生じ、翼４５のうち平面領域部分の厚みが比較的厚い平面
領域４７を通過したときはビームエネルギーが大きく減衰されてブラッグピークが体表面
近くの浅い部分で生じる。したがって、図３及び図４中照射条件Ｄに示すようにＲＭＷ４
０の周方向全領域において常にイオンビームの照射がＯＮである場合には、ＲＭＷ４０の
回転により上記のようなブラッグピーク位置の変動が周期的に行われる結果、時間積分で
見ると、図５中線量分布Ｄのように体表面近くから体内深くまでに至る比較的広いＳＯＢ
Ｐが得られる。
【００２９】
　一方、図３及び図４中照射条件Ｅに示すように、各翼４５の厚みが比較的厚い平面領域
４７（翼頂部４５Ａ付近）ではイオンビームの照射をＯＦＦとし、その他の周方向領域で
はビーム照射ＯＮとする場合には、ビームエネルギーが大きく減衰され体表面近くの浅い
部分で生じるブラッグピーク分布がなくなるため、図５中線量分布Ｅのように線量分布Ｄ
よりも狭いＳＯＢＰが得られる。
【００３０】
　他方、図３及び図４中照射条件Ｆに示すように、開口４６及び各翼４５の厚みが比較的
薄い平面領域４７にてイオンビームの照射をＯＮとし、その他の周方向領域ではビーム照
射ＯＦＦとする場合には、ビームエネルギーの減衰量が少なく体内深くにて生じるブラッ
グピーク分布のみとなるため、図５中線量分布Ｆに示すように線量分布Ｅよりもさらに狭
いＳＯＢＰが得られる。本実施形態の粒子線治療装置では、以上のようにＲＭＷ４０の回
転角度に応じてイオンビームの出射のＯＮ・ＯＦＦ制御を行うことにより、単一のＲＭＷ
４０で複数の異なるＳＯＢＰを形成する。
【００３１】
　図１に戻り、照射制御装置７０は、照射制御部７１及び照射条件記憶部７２を有してい
る。治療計画装置７３では患者２２の患部に対する照射条件を定め、照射条件記憶部７２
にその内容を記憶させる。照射条件情報の項目には、ＳＯＢＰ（ＲＭＷ４０の種類及びビ
ーム照射領域情報（すなわちＲＭＷ４０のどの領域（回転角度）でビームをＯＮ／ＯＦＦ
するかという情報））が含まれている。このＳＯＢＰとＲＭＷ４０の種類及びビーム照射
領域情報との関係については、予め計算及び実験等により求めておく。
【００３２】
　照射制御部７１は、ＳＯＢＰを形成するためのイオンビーム発生装置１からのイオンビ
ームの出射のＯＮ／ＯＦＦ制御を行う。すなわち、まず照射条件記憶部７２に記憶された
照射条件情報中のＳＯＢＰ（ビーム照射領域情報）を読み出す。そして、角度計からＲＭ
Ｗ４０の回転角度を入力し、上記照射条件記憶部７２から読み出したビーム照射領域情報
に基づいて、ＲＭＷ４０の回転角度がビームＯＮ領域の角度となったら加速器制御装置６
０のタイミング制御装置６２へビーム照射オン信号を出力する。
【００３３】
　一方、シンクロトロン４の運転は、図６に示すように入射、加速、出射、減速の４つの
工程からなるパターン運転を周期的に繰り返す。図６は横軸に時間、縦軸にシンクロトロ
ン４の運転パターンを代表する偏向電磁石１３で発生する磁場強度を示す。なお、この図
６は、上述したイオンビームの出射のＯＮ／ＯＦＦ制御を行わずに出射工程中において常
時ビームを出射する場合の偏向電磁石１３の磁場強度を示している。ここで、磁場強度Ｂ
１は入射時のエネルギーのイオンを周回させる磁場に相当し、Ｂ２は加速後のエネルギー
のイオンを周回させる磁場に相当する。また、Ｔexは周期毎の出射可能時間（出射工程時
間）、Ｔはビームの出射が終了してから次の周期のビーム出射が開始されるまでの時間で
あり、Ｔex＋Ｔがシンクロトロン４の１運転周期となる。
【００３４】



(9) JP 2009-273632 A 2009.11.26

10

20

30

40

50

　出射工程においては、図示しない電磁石電源制御装置から加速器制御装置６０のタイミ
ング制御装置６２に対して出射可能信号が出力される。この出射可能信号のＯＮ／ＯＦＦ
のタイミングを上記偏向電磁石１３の磁場強度の変化と合わせて図６に示す。タイミング
制御装置６２は、電磁石電源制御装置から入力される出射可能信号のＯＮと、照射制御装
置７０の照射制御部７１から入力されるビーム照射オン信号とが重なったタイミングにお
いて、開閉スイッチ（ビーム出射量調整装置、出射時間調整装置）９を閉じてシンクロト
ロン４からのイオンビームの出射を行う。
【００３５】
　また、タイミング制御装置６２はビーム照射オン／オフ信号用の積算タイマー（図示せ
ず）を有しており、照射制御部７１から出力されるビーム照射信号のオン時間の積算を行
う。一方で、タイミング制御装置６２は照射制御装置７０から入力される照射条件に応じ
て加速器運転条件記憶部６１から読み出した加速器運転条件情報に基づき、出射可能時間
を設定する（詳細は後述）。そして、上記照射制御部７１から出力されるビーム照射オン
信号の積算時間が上記設定した出射可能時間に至った場合には、開閉スイッチ９を開いて
シンクロトロン４からのイオンビームの出射を停止させる。
【００３６】
　以上のような構成である本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置における治療照射の手順
を図７を用いて説明する。本フローチャートに表される各手順は、加速器制御装置６０及
び照射制御装置７０によって実行される。それらの手順の実行により、１周期内にシンク
ロトロン４から出射されるイオンビームの量がほぼ設定量となる制御、すなわち、出射さ
れるそのイオンビーム量がほぼ一定となる制御が行われる。
【００３７】
　まず、照射制御装置７０は、治療計画装置７３で定められた患者２２の患部に対する照
射条件（ビームエネルギー、ＳＯＢＰ等）を照射条件記憶部７２に入力し、記憶させる（
ステップ８１）。そして、照射制御装置７０の照射制御部７１は、記憶した照射条件に基
づいて照射装置１６の各機器の運転条件を設定する。また、加速器制御装置６０は、照射
制御装置７０から照射条件を入力し、イオンビーム発生装置１の各機器の運転条件を設定
する（ステップ８２）。
【００３８】
　照射制御装置７０の照射制御部７１は、照射条件記憶部７２から照射条件のＳＯＢＰに
含まれるビーム照射領域情報（ＲＭＷ４０の照射開始角度及び照射停止角度）を読み出す
（ステップ８３）。そして、照射装置１６に設けたＲＭＷ４０の駆動装置（図示せず）に
駆動信号を出力し、ＲＭＷ４０を回転駆動させる（ステップ８４）。照射制御部７１は、
ＲＭＷ４０の回転駆動中は常に角度計からＲＭＷ４０の回転角度を入力し、この入力した
回転角度がＲＭＷ４０の照射開始角度と一致するかどうかを判定する（ステップ８５）。
一致した場合、照射制御部７１はビーム照射オン信号を加速器制御装置６０のタイミング
制御装置６２に出力する（ステップ８６）。一方、角度計から入力したＲＭＷ４０の回転
角度が照射停止角度に一致した場合には、照射制御部７１はビーム照射オフ信号を加速器
制御装置６０のタイミング制御装置６２に出力する（ステップ８７）。上記ステップ８５
～８７を繰り返すことにより、ＲＭＷ４０の回転角度に応じたビームＯＮ／ＯＦＦ制御が
行われる。
【００３９】
　一方、上記ステップ８３～８７と並行して、加速器制御装置６０のタイミング制御装置
６２は、先のステップ８２で入力した照射条件及び設定された運転条件から出射可能時間
を設定する（ステップ８８）。この出射可能時間の具体的な設定方法について、図８を用
いて説明する。
【００４０】
　この図８に示すように、照射制御部７１からタイミング制御装置６２に出力されるビー
ム照射信号の１周期中のＯＮ時間の割合(以下、デューティと記載)をａ（＝Ａ／Ｂ）とす
る。ここでは説明を簡易とするため、ビーム照射信号はＯＮ時間をＡ、１周期の時間をＢ
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とする波形を繰り返すものとする。したがって、デューティａはシンクロトロン４の出射
工程中におけるビーム出射ＯＮ時間の割合とも言える。例えば、前述した図３，図５の照
射条件ＤのようにＲＭＷ４０の回転に合わせてビームをＯＮ／ＯＦＦしない場合にはデュ
ーティａ＝１となり、図３，図５の線量分布Ｅ，ＦのようにＳＯＢＰを小さくする場合に
はデューティａは１よりも小さくなる。すなわちデューティは０＜ａ≦１の範囲になる。
タイミング制御装置６２は、照射条件のＳＯＢＰ情報に含まれるＲＭＷ４０の照射開始角
度及び照射停止角度を入力し、これらの情報からデューティａを算出する。そして、実際
にビームを出射する時間の積算が出射可能時間Ｔex（図６参照）となるようにするため、
１周期中の出射工程の時間（すなわち出射開始から出射終了までの時間）をＴex／ａに設
定する。これにより、出射可能信号のＯＮと照射制御部７１から入力されるビーム照射オ
ン信号とが重なったタイミングにおいてタイミング制御装置６２から開閉スイッチ９に出
力されるビーム照射オン信号（図８に実際の出射ＯＮ信号として示す）の積算時間が出射
可能時間Ｔexとなるようになっている。
【００４１】
　図７に戻り、例えば図示しないコンソールの治療開始ボタンがオペレータにより押され
ることによって、治療照射が開始される（ステップ８９）。まず加速器制御装置６０は前
段イオンビーム発生装置３に出射開始信号を出力する。これにより、前段イオンビーム発
生装置３から出射されたイオンビームがシンクロトロン４に入射される（ステップ９０）
。このとき、シンクロトロン４の各電磁石の励磁電流は図示しない電磁石電源装置により
イオンビームの入射エネルギーに対応した値に制御されている。そして、シンクロトロン
４の各電磁石の励磁電流が高められつつ、シンクロトロン４内を周回するイオンビームは
高周波電源から高周波加速空胴を経てイオンビームに印加される高周波電力によって加速
され（ステップ９１）、設定されたエネルギーまで高められると、各電磁石に導かれる励
磁電流が一定の設定値に保持される（ステップ９２）。このとき、図示しない電磁石電源
制御装置からタイミング制御装置６２に対して出射可能信号が出力される。
【００４２】
　次に、加速器制御装置６０のタイミング制御装置６２は、照射制御装置７０の照射制御
部７１からビーム照射オン信号が入力されたかどうかを判定する（ステップ９３）。先に
説明したステップ８６でビーム照射オン信号がタイミング制御装置６２に対して出力され
ていれば、開閉スイッチ９に対してビーム照射オン信号を出力し、開閉スイッチ９を閉成
させる。これにより、高周波電源８からの出射用の高周波が閉じられた開閉スイッチ９，
１０（ここでは開閉スイッチ１０が閉成されているものとする）を経て高周波印加電極７
に達し、高周波印加電極７よりイオンビームに印加される。安定限界内で周回しているイ
オンビームは、この高周波の印加によって安定限界外に移行し、出射用デフレクタ１１を
通ってシンクロトロン４から出射される。シンクロトロン４から出射されたイオンビーム
は、ビーム輸送系２を経て下流側の照射装置１６へと輸送され、治療台２１に乗っている
患者２２の患部に照射される（ステップ９４）。
【００４３】
　照射中、照射制御装置７０の照射制御部７１は常時線量モニタ３１から照射中のイオン
ビームの線量検出値を入力し、その線量値を積算する。そして、この積算した線量値が治
療計画装置７３で定められた患者２２の治療照射に必要な線量満了値に到達したかどうか
を判定する（ステップ９５）。
【００４４】
　一方、加速器制御装置６０のタイミング制御装置６２は、照射制御装置７０の照射制御
部７１から入力されるビーム照射信号のオン時間を積算し、この積算した時間が先のステ
ップ８８で設定した出射可能時間に到達したかどうかを判定する（ステップ９６）。ビー
ム照射オン信号の積算時間が出射可能時間に到達していない場合には、ステップ９２～ス
テップ９６を繰り返す。この際に、先のステップ８７で照射制御装置７０の照射制御部７
１からタイミング制御装置６２にビーム照射オフ信号が入力された場合には、開閉スイッ
チ９に対してビーム照射オフ信号を出力して開閉スイッチ９を開成させる。これにより、
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シンクロトロン４からのビーム出射が停止される（ステップ９７）。また、照射制御部７
１からタイミング制御装置６２にビーム照射オン信号が再び入力された場合には、開閉ス
イッチ９に対してビーム照射オン信号を出力して開閉スイッチ９を閉成させ、シンクロト
ロン４からのビーム出射を再び開始させる。
【００４５】
　ステップ９２～ステップ９７を繰り返すうちに、照射制御部７１から入力されるビーム
照射オン信号の積算時間が出射可能時間に到達した場合には、直ちに開閉スイッチ９に対
してビーム照射オフ信号を出力し、開閉スイッチ９を開成させてシンクロトロン４からの
ビーム出射を停止させる。そして、図示しない電磁石電源装置によりシンクロトロン４の
各電磁石の励磁電流が徐々に下げられつつ、高周波電源から高周波加速空胴を経てイオン
ビームに印加される高周波電力が低下され、イオンビームの減速が行われる（ステップ９
８）。減速が終了すると（ステップ９９）、シンクロトロン４の各電磁石の励磁電流は図
示しない電磁石電源装置によりイオンビームの入射エネルギーに対応した値に再び設定さ
れ、前段イオンビーム発生装置３から出射されたイオンビームがシンクロトロン４に再び
入射される。このようにして次の周期の運転パターンに進み、ステップ９０～ステップ９
９を再び繰り返す。
【００４６】
　このようにしてステップ９０～ステップ９９を繰り返す間に線量満了となった場合には
、照射制御部７１はインターロック装置５０に照射線量満了信号を出力する。これにより
、インターロック装置５０は開閉スイッチ１０に対してビーム照射オフ信号を出力し、開
閉スイッチ１０を開成させる。これにより、シンクロトロン４からのビーム出射が停止さ
れ、治療照射を終了する（ステップ１００）。
【００４７】
　なお、本実施形態においては、上記したようにタイミング制御装置６２によるビームＯ
Ｎ／ＯＦＦ制御と線量が満了した場合のインターロック装置５０によるビームＯＦＦ制御
とを、開閉スイッチ及びその動作のための信号の経路について安全性の観点から別系統と
しているが、これら開閉スイッチ及び信号経路を一つにまとめてもよい。
【００４８】
　タイミング制御装置６２は、荷電粒子ビームの出射可能時間を設定する出射可能時間設
定装置、荷電粒子ビームが出射された時間を積算する積算装置、出射時間が出射可能時間
に到達したかどうかを判定する判定装置、及び荷電粒子ビームの出射を停止させる出射停
止装置として機能する。
【００４９】
　以上説明した本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置によれば、以下の効果を奏する。
【００５０】
　本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置においては、１周期中の出射工程の時間（すなわ
ち出射開始から出射終了までの時間）をＴex／ａに設定する。このようにしてデューティ
ａに応じて出射工程の時間を延長することにより、出射工程中にビームの出射及び出射停
止が繰り返し行われる場合であっても、実際のビーム出射の積算時間を出射工程中にビー
ムＯＦＦの制御が行われない場合の出射可能時間Ｔexとほぼ同等にすることができる。そ
の結果、本実施形態のようにＲＭＷ４０を用いて多様なＳＯＢＰを得るためにビームの出
射及び出射停止を繰り返す運転を行う場合であっても、１周期内でのシンクロトロン４か
ら出射されるビーム量を減少させることなくほぼ設定量に保つことができる。すなわち、
その１周期内に出射されるビーム量はほぼ一定に保たれる。したがって、患者２２に対す
る治療照射に必要な線量のトータルは治療前に定められていることから、１治療照射内に
おけるシンクロトロン４の運転周期数を低減することができ、照射時間を短縮できる。そ
の結果、単位時間当りの治療患者数を増加することができる。
【００５１】
　また本実施形態によれば、荷電粒子ビーム出射装置の線量率を向上することができる。
この線量率向上効果は、出射工程中におけるビーム出射ＯＮ時間の割合であるデューティ
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ａが小さくなるほど大きくなる。このことについて、以下に説明する。
【００５２】
　１治療照射における患者の患部に対する線量率は、周期一定の場合には、シンクロトロ
ン４から得られる１周期当りのイオン（荷電粒子）の量と１周期の時間によって次式（１
）のように記述できる。
【００５３】
【数１】

【００５４】
　本実施形態において、１周期当りのイオンの量をＱ[粒子数/周期]、出射可能時間Ｔex
、出射以外の減速・入射・加速に要する時間をＴとすると、線量率Ｄ1は比例係数Ｋを用
いて次式（２）のように表すことができる。この比例係数Ｋは照射野の拡大サイズやイオ
ンビームのエネルギー等に依存する数値で、ＳＯＢＰ以外の照射条件が同一の場合には同
一の値になる。
【００５５】
【数２】

【００５６】
　一方、比較のために、本実施形態のようにビーム照射信号のＯＮ時間の割合であるデュ
ーティａに応じた出射可能時間を設定し、その設定時間となるまでビーム出射を行う運転
方法を適用しない場合には、１周期当りに出射されるビームの量はデューティａに応じて
減少しａＱとなる。したがって、その場合の線量率Ｄ0は次式（３）のように表される。
【００５７】

【数３】

【００５８】
　本実施形態の運転方法による線量率向上はＤ1／Ｄ0で表され、次式（４）のようになる
。
【００５９】

【数４】

【００６０】
　一例として、出射可能時間を０．５秒、出射以外の減速・入射・加速に要する時間を１
．５秒とした場合のＤ1／Ｄ0のデューティａに対する依存性を図９に示す。図９よりわか
る通り、デューティａが小さいほど線量率比が増大し、本実施形態の運転方法の効果が高
いことがわかる。
【００６１】
　さらに本実施形態によれば、先の図８に示すように、シンクロトロン４の運転周期を延
長する分、１運転周期当りのＲＭＷ４０の角度に応じたビームＯＮ／ＯＦＦの回数を増加
できる。かつ、１周期毎に発生する可能性のある出射工程中の出射開始部・出射終了部に
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おける実際に必要なオン時間よりも短い照射を減少することができる。これにより、図５
に示したような深部方向分布を時間的に平均化した形で得る場合において、平均化に要す
る時間をより短縮できるという効果をも得ることができる。
【００６２】
　なお、デューティａが非常に小さい場合には出射工程時間（出射開始から終了までの時
間）が大きく伸びてしまい、加速された荷電粒子のシンクロトロンの周回回数が大きく増
加することによって荷電粒子ビームの質が変化してしまうおそれがある。このような可能
性を考慮し、出射開始から終了までの時間の上限値を設け、それを超えた場合には出射を
停止し減速に移行するように制御してもよい。本上限値は加速器の運転条件毎、もしくは
いずれの運転条件においても適用されるものとして予め計算及び実験で求めておく。
【００６３】
　また、１周期中にシンクロトロン４から得られるイオンビーム量の時間的変動が大きな
場合には、高周波出力制御装置６３（図１１等参照）により、ビーム出射中に高周波印加
電極７に印加する高周波の出力が例えば図１０のＧに示すような時間的変化をするように
高周波電源８を制御してもよい。これは、シンクロトロン４からのイオンビームの単位時
間当たりの強度が高周波出力の強度に依存して強弱の変化をさせることが可能な性質を利
用したものである。さらに、このように高周波出力を変化させるパターンにおいて、上記
実施形態１のようにＲＭＷ４０の回転角度に応じてビームのＯＮ／ＯＦＦ制御を行う場合
には、そのビームＯＦＦ時間については高周波出力パターンの更新を停止し（すなわち高
周波出力を一定とし）、ビームＯＮ時間についてのみ高周波出力パターンを更新し（すな
わち高周波出力を変化させ）、例えば図１０のＨに示すような出力パターンとするのが好
ましい。このようにすることで、デューティａが変化した場合でも高周波出力の波形（ビ
ームＯＦＦ時間を除く）を一定に保つことができ、その上で１周期当りのビームの出射量
をほぼ設定量に保つことができる。
【００６４】
　さらに、上記実施形態１においては１周期毎に出射されるイオンビーム量を一定に保つ
ために照射制御装置７０の照射制御部７１からのビーム照射オン信号の出力時間を積算し
、出射可能時間以内であれば照射を続け、出射可能時間を越えた場合には照射を停止して
シンクロトロン４を減速に移行するという手段を採っているが、これに限らず、例えば図
１に示す線量モニタ３１から得られる１周期あたりに出射されるべきイオンビーム量に相
当する線量出力値を予め照射制御部７１において設定しておき、１周期毎に検出される線
量の積算値がその設定された線量値以内であれば照射を続け、その線量値を超えた場合に
は照射を停止して減速に移行するという手段を採用してもよい。
【００６５】
　また、上記実施形態１においてはビーム照射オン信号の出力時間の積算を加速器制御装
置６０内で実施しているが、これに限らず、加速器制御装置６０で設定した出射可能時間
を照射制御装置７０に対して出力し、照射制御装置７０内で周期毎の照射オン時間の積算
及び減速への移行判定を実施するようにしてもよい。
【００６６】
　（実施形態２）
  本発明の他の実施形態である実施形態２の荷電粒子ビーム出射装置を、図１１を参照し
て以下に説明する。
【００６７】
　本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置は、高周波電源（ビーム出射量調整装置、ビーム
強度調整装置）８の高周波電力の出力を制御する高周波出力制御装置６３を有する加速器
制御装置６０’を備える。すなわち、シンクロトロン４では１周期あたりに加速・出射可
能なイオンビーム量は周期毎にほぼ一定とすることが可能で、周期毎の出射可能時間（出
射工程時間）Ｔexは高周波印加用電極７に印加する出射用高周波電磁界の、シンクロトロ
ン４を周回するイオンに対する寄与によって決まる。この寄与は周回するイオンビームの
エネルギーと高周波電磁界のパワーを決める高周波電源８の出力によって決まり、出射可
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能時間と本出力の関係は予め計算及び実験について決めておくことが可能である。したが
って、周期毎の出射可能時間（出射工程時間）Ｔexを一定とした場合には、高周波出力制
御装置６３により高周波電源８の出力を制御することで、シンクロトロン４の周期毎のビ
ーム出射量を制御することが可能である。本実施形態では、このような運転制御を行う。
【００６８】
　前述したように、照射制御装置７０の照射条件記憶部７２に記憶された照射条件中のＳ
ＯＢＰには、ＲＭＷ４０の種類及びビーム照射領域情報（すなわちＲＭＷ４０のどの領域
（回転角度）でビームをＯＮ／ＯＦＦするかという情報））が含まれており、このＳＯＢ
ＰとＲＭＷ４０の種類及びビーム照射領域情報との関係については、予め計算及び実験等
により求めてある。本実施形態では、高周波出力制御装置６３が照射条件中のＲＭＷ４０
の照射開始角度情報及び照射停止角度情報に基づき、これらの情報からビーム照射信号の
ＯＮ時間の割合であるデューティａを算出する（なお、実施形態１と同様にタイミング制
御装置６２がデューティａを算出し、それを入力するようにしてもよい）。高周波出力制
御装置６３は、この算出したデューティａを元に、１周期中に出射されるイオンビームの
量がほぼ一定になるように出射用高周波電極７に印加する高周波電源８の出力を増加させ
るように制御する。なおこのとき、シンクロトロン４の運転周期はビームＯＮ／ＯＦＦに
よらず一定となるように、タイミング制御装置６２により制御される。
【００６９】
　以上において、高周波出力制御装置６３は、特許請求の範囲各項記載の制御装置を構成
するとともに、荷電粒子ビームの強度を設定するビーム強度設定装置を構成するとともに
、荷電粒子ビームに印加する高周波出力を制御する高周波出力制御装置を構成する。
【００７０】
　以上説明した本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置によれば、デューティａに応じて出
射用高周波電極７に印加する高周波電源８の出力を増加させるように制御することにより
、出射工程中にビームの出射及び出射停止が繰り返し行われる場合であっても、１周期内
でのシンクロトロン４から出射されるビーム量を減少させることなく、ほぼ設定量に保つ
ことができる。したがって、実施形態１と同様に照射時間を短縮できる。その結果、単位
時間当りの治療患者数を増加することができる。
【００７１】
　また本実施形態においても、荷電粒子ビーム出射装置の線量率を向上することができる
。すなわち、本実施形態の照射においてはシンクロトロン４の運転周期はＴ＋Ｔex、出射
されるイオンビームの量はＱとなるため、線量率Ｄ2は次式（５）のように表される。
【００７２】
【数５】

【００７３】
　この線量率について本運転方法を適用しない場合の線量率Ｄ0との比率Ｄ2/Ｄ0を求める
と字式（６）のようになる。
【００７４】
【数６】

【００７５】
　上式よりわかるように、出射可能時間及びそれ以外の時間によらず線量率向上はデュー
ティａに反比例し、デューティが小さくなるほど線量率が向上することになる。
【００７６】
　なお、上記実施形態２においては１周期毎に出射されるイオンビーム量を一定に保つた
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めに出射用高周波電極７に印加する高周波出力を大きくするという手段を採っているが、
例えば１周期毎のシンクロトロン４の状態が不安定な場合などには短時間の内にビームが
出射されてしまうことや、出射しきれずに終えてしまう可能性もある。このため、例えば
図１に示す線量モニタ３１から得られる１周期あたりに出射されるべきイオンビーム量に
相当する線量出力値を予め照射制御部７１において設定しておき、１周期毎に検出される
線量の積算値がその設定された線量値以内であれば照射を続け、その線量値を超えた場合
には照射を停止して減速に移行するという手段を採用してもよい。
【００７７】
　また、シンクロトロン４のビームエネルギー設定値が大きい場合には、本実施形態のよ
うな出射を実現するために大きな高周波出力が必要となるため、高周波電源出力が不足す
る場合も考えられる。このような事態を回避するために、例えば上記実施形態１と実施形
態２とを組み合わせた運転、すなわち高周波出力の増加に応じて出射時間を長くするよう
な制御を行い、その上で１周期あたりに出射されるイオンビームの量をほぼ設定量に、す
なわち、ほぼ一定に保つように制御してもよい。
【００７８】
　（実施形態３）
  本発明の他の実施形態である実施形態３の荷電粒子ビーム出射装置を、図１２を用いて
以下に説明する。本実施形態は、スキャニング照射方式の荷電粒子ビーム出射装置に本発
明を適用した例である。
【００７９】
　本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置は、ペンシル状の小径ビームを患部形状に合わせ
て走査するペンシルビームスキャニング方式で照射を実施する照射装置１６’を有してお
り、この照射装置１６’はビーム走査用電磁石６７，６８を用いてビーム進行方向と垂直
な面内方向にイオンビームを走査する。この照射方式においては、照射領域を微小なター
ゲット（以下、スポットという）に分割し、そのスポットに予め定められた線量を照射し
たら照射を停止し、次のスポットへの照射準備が整い次第照射を開始し、そのスポットで
の規定線量に達したら照射を停止して再び次のスポットへの照射準備を行うという動作を
繰り返し行う。体内深さ方向、すなわちビームの進行方向の移動はシンクロトロン４から
出射されるイオンビームのエネルギーを変更することによって行われる。エネルギーを変
更する際には、シンクロトロン４の運転を入射から始めて所望のエネルギーまで加速して
出射する。スポットごとの線量は線量モニタ３２で測定され、スポット毎に線量満了にな
ると照射を停止し、その後ビーム走査用電磁石６７，６８の準備が整った状態で再び照射
を開始する。
【００８０】
　患部の深さ方向の制御は、加速装置６の高周波電力を設定変更してシンクロトロン４の
目標エネルギーの設定を順次変更することにより行う。すなわち、患部を深さ方向に複数
の層に分け、各層における全てのスポットの照射が終了したらシンクロトロン４の目標エ
ネルギー設定を変更し、層を移動する。同一層内においては、同一エネルギーでビームの
照射・停止を繰り返して各スポットの照射を順次行う。同一エネルギーで照射するスポッ
トに関してはシンクロトロン４の１周期内で照射する。したがって、本実施形態のように
スキャニング方式の照射を行う場合、１周期内での出射工程中にビームのＯＮ／ＯＦＦ制
御が行われることになる。
【００８１】
　本実施形態においては、照射制御部７１から上記のスポット毎の線量満了に伴うビーム
照射オフ信号と、次スポット照射のためのビーム照射オン信号が生成され、加速器制御装
置６０”のタイミング制御装置６２に出力される。タイミング制御装置６２はビーム照射
オン・オフ信号用の積算タイマー（図示せず）を有しており、ビーム照射オン信号が入力
された時間を積算する。一方で、加速器運転条件の一部である出射可能時間を設定する。
この出射可能時間の設定は、前述の実施形態１及び２では周期的なＲＭＷ４０の回転角度
情報から算出したデューティａに基づいて設定するようにしたのに対し、本実施形態では
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スポット毎の設定線量やビームの短期的な強度変化、スポット間の設定時間が必ずしも一
定にならないことから、治療計画装置７３で定められる照射条件（治療計画情報）に基づ
いて設定する。
【００８２】
　そして、上記積算したビーム信号オン時間と上記設定した出射可能時間とを比較し、積
算時間が出射可能時間内であるような場合に、オン信号に合わせてビーム照射を行う。す
なわち、開閉スイッチ９にビーム照射オン信号を出力して開閉スイッチ９を閉成させるこ
とにより、高周波電源８からの出射用の高周波が閉じられた開閉スイッチ９，１０（ここ
では開閉スイッチ１０が閉成されているものとする）を経て高周波印加電極７に達し、高
周波印加電極７よりイオンビームに印加される。安定限界内で周回しているイオンビーム
は、この高周波の印加によって安定限界外に移行し、出射用デフレクタ１１を通ってシン
クロトロン４から出射される。出射されたイオンビームは、ビーム輸送系２を通って照射
装置１６’に運ばれ、走査用電磁石６７，６８により走査されて所定の位置のスポットに
照射される。
【００８３】
　スポット線量が満了になると、照射制御部７１から入力されるビーム照射オフ信号に合
わせて開閉スイッチ９へビーム照射オフ信号を出力する。これにより開閉スイッチ９が開
成し、高周波印加電極７への高周波電力の印加が停止されて、シンクロトロン４からのイ
オンビームの出射が停止される。そして、照射制御部７１により走査用電磁石６７，６８
の設定が次のスポットに対応した設定に変更され、再びビーム照射オン信号がタイミング
制御装置６２に出力される。
【００８４】
　タイミング制御装置６２で積算したビーム照射信号オン時間が出射可能時間に到達した
場合には、開閉スイッチ９を開いてシンクロトロン４からのビーム出射を停止すると共に
、直ちに減速に移行する。
【００８５】
　一方、体内深度方向について同一のエネルギーで照射可能なスポット（すなわち同一層
内の全スポット）を照射し終えた場合にも直ちに減速に移行する。また、患者２２に対し
て１治療照射に必要な線量のトータルは治療前に定められているため、線量モニタ３２な
どで測定されている線量の積算値がその値に達した場合には安全上の観点からの線量満了
となり、インターロック装置５０を介して開閉スイッチ１０を開成して高周波印加電極７
への高周波出力が停止され、出射が停止される。
【００８６】
　以上説明した本実施形態においても１周期内における出射工程の時間を延長するように
制御するので、ペンシルビームスキャニング方式によって出射工程中にビームの出射及び
出射停止が繰り返し行われても、１周期内でのシンクロトロン４から出射されるビーム量
を減少させることなく、ほぼ設定量に保つことができる。したがって、実施形態１及び実
施形態２と同様に照射時間を短縮でき、単位時間当りの治療患者数を増加することができ
る。
【００８７】
　（実施形態４）
　以上述べた実施形態１乃至３では加速器としてシンクロトロンを用いるようにしたが、
本発明は加速器としてサイクロトロンを用いた荷電粒子ビーム出射装置にも適用すること
ができる。このサイクロトロンを用いた荷電粒子ビーム出射装置を図１３を用いて説明す
る。
【００８８】
　本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置は、実施形態２の荷電粒子ビーム出射装置におい
てイオンビーム発生装置１をイオンビーム発生装置１Ａに、高周波出力制御装置６３をイ
オン源出力制御装置６３Ａにそれぞれ替え、エネルギー変更装置１０１を新たに設けた構
成を有する。本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置の他の構成は実施形態２の荷電粒子ビ
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ーム出射装置の構成と同じである。本実施形態でもＲＭＷを用いて照射野を形成し、照射
を実施する照射装置１６を設けている。
【００８９】
　イオンビーム発生装置１Ａは、サイクロトロン（加速器）４Ａ、イオン源１０２、イオ
ン源出力調整装置８Ａ、スイッチ９Ａ及びスイッチ１０Ａを有する。サイクロトロン４Ａ
は加速装置（図示せず）を有する。また、エネルギー変更装置１０１は、サイクロトロン
４Ａ付近でビーム輸送系２に設置される。エネルギー変更装置１０１は、イオンビームを
通過させてエネルギーを損失させる板状の複数のディグレーダ（図示せず）、エネルギー
の低くなったイオンビームを偏向する偏向電磁石（図示せず）、偏向電磁石通過後のイオ
ンビームの一部分を切り出すアパーチャ（図示せず）等を備える。エネルギー変更装置１
０１が有する複数のディグレーダは、複数のエネルギーを得るために、それぞれ厚みが異
なっている。イオンビームはディグレーダを通過することによってエネルギーが変更され
る。サイクロトロン４Ａは、イオン源１０２で生成されたイオンビームを加速装置（図示
せず）によって加速して出射し続けるため、シンクロトロン４のように入射・加速・出射
といった工程を持たない。サイクロトロン４Ａから出射されるイオンビームの強度の調整
及びイオンビームの出射のＯＮ及びＯＦＦは、イオン源１０２の出力調整、及びＯＮ及び
ＯＦＦによって実施される。
【００９０】
　加速器制御装置６０は、イオン源出力調整装置８Ａの出力を制御するイオン源出力制御
装置６３Ａを有する。スイッチ９Ａは、ＲＭＷ４０の回転に伴うビーム照射のＯＮ／ＯＦ
Ｆ信号を受け取りタイミングを制御するタイミング制御装置６２によって、ＯＮ／ＯＦＦ
される。スイッチ１０Ａは、照射線量の満了や各種インターロック条件によりビームを停
止させるインターロック装置５０によってＯＮ／ＯＦＦされる。スイッチ９Ａ及びスイッ
チ１０Ａは、イオン源出力調整装置８Ａからイオン源１０２に入力される出力をＯＮ／Ｏ
ＦＦしてイオン源出力をＯＮ／ＯＦＦする機能を有する。
【００９１】
　前述したように、照射制御装置７０の照射条件記憶部７２に記憶された照射条件中のＳ
ＯＢＰには、ＲＭＷ４０の種類及びビーム照射領域情報（すなわちＲＭＷ４０のどの領域
（回転角度）でビームをＯＮ／ＯＦＦするかという情報））が含まれている。このＳＯＢ
ＰとＲＭＷ４０の種類及びビーム照射領域情報との関係については、予め計算及び実験等
により求めてある。本実施形態４では実施形態２と同様に、イオン源出力制御装置６３Ａ
が照射条件中のＲＭＷ４０の照射開始角度情報及び照射停止角度情報に基づき、これらの
情報からビーム照射信号のＯＮ時間の割合であるデューティａを算出する。なお、実施形
態１と同様にタイミング制御装置６２がデューティａを算出し、それを入力するようにし
てもよい。イオン源出力制御装置６３Ａは、この算出したデューティａを元に、ある一定
の期間内、例えばＲＷＭの回転１周期内に出射されるイオンビームの量が設定量になるよ
うにイオン源出力調整装置８Ａの出力を増加させるように制御する。
【００９２】
　以上説明した本実施形態の荷電粒子ビーム出射装置によれば、デューティａに応じてイ
オン源１０２からの出力を増加させるように制御させることにより、ＲＷＭ４０の１回転
周期内にビームの出射及び出射停止が繰り返し行われる場合であっても、１回転周期内で
のサイクロトロン４Ａから出射されるビーム量を減少させることなく、ほぼ設定量に保つ
ことができる。したがって、本実施形態は、実施形態１及び２と同様に照射時間を短縮で
きる。その結果、単位時間当りの治療患者数を増加することができる。
【００９３】
　また本実施形態においても、荷電粒子ビーム出射装置の線量率を向上することができる
ことを図１４を用いて説明する。本実施形態の照射においては、サイクロトロン４Ａから
出射される出射ビームは周期的ではなくほぼ一定で、その出射電流値をＩ0とするとＲＷ
Ｍの回転に応じてビーム照射をＯＮ／ＯＦＦしない場合の線量率Ｄ0は電流値に比例し以
下のように表すことができる（図１４(a)参照）。
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【００９４】
【数７】

【００９５】
　ＲＭＷの回転に応じたビームのＯＮ／ＯＦＦが行われてそのデューティがaであった場
合に、本実施例を適用せずイオン源出力を変更しないまま照射を実施した場合には、線量
率Ｄ３はデューティaの比率のまま減少し下式のようになる（図１４(b)参照）。
【００９６】

【数８】

【００９７】
　本実施例では、デューティaに応じてイオン源出力を増加させ出射ビーム電流値を増加
させる、すなわち電流をI0/aとするため、線量率Ｄ3’はＲＭＷの回転に応じたビームの
ＯＮ／ＯＦＦが実施された場合と変わらず下式のように表され、
【００９８】

【数９】

【００９９】
本実施例の運転方法を適用しない場合の線量率Ｄ３と適用した場合の線量率Ｄ3’の比率
を求めると、下式のようになる。
【０１００】
【数１０】

【０１０１】
上式よりわかるように、出線量率向上はデューティａに反比例し、デューティが小さくな
るほど線量率が向上することになる。
【０１０２】
　なお、本実施例においてイオン源出力の増加、すなわち電流値の増加は1/aとしたが、
増加後の電流値I0/aがイオン源出力の上限値、出射電流値の上限値となる可能性もあるた
め、その場合には上限値での照射となる。
【図面の簡単な説明】
【０１０３】
【図１】本発明の第１実施形態の荷電粒子ビーム出射装置の全体概略構成を表す図である
。
【図２】図１に示すＲＭＷの全体構造を表す斜視図である。
【図３】図２に示すＲＭＷの上面図であり、３種類のイオンビームの照射条件を示した図
である。
【図４】図３に示す３種類のビーム照射条件を時系列で示した図である。
【図５】図３に示す３種類のビーム照射条件により得られる線量分布を示す図である。
【図６】図１に示すシンクロトロンの基本運転パターンを示す図である。
【図７】本発明の第１実施形態の荷電粒子ビーム出射装置におけるビーム照射手順を示す
フローチャートである。
【図８】図１に示すシンクロトロンにおいて、出射工程中におけるビームＯＮ時間の割合
に基づき出射工程時間を延長した運転パターンを示す図である。
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【図９】本発明の第１実施形態による線量率向上効果を説明するための図である。
【図１０】シンクロトロンから得られるイオンビームの時間的変動がある場合に、出射用
高周波電極に印加する高周波出力の時間変化の一例を示す図である。
【図１１】本発明の第２実施形態の荷電粒子ビーム出射装置の全体概略構成を表す図であ
る。
【図１２】本発明の第３実施形態の荷電粒子ビーム出射装置の全体概略構成を表す図であ
る。
【図１３】本発明の第４実施形態の荷電粒子ビーム出射装置の全体概略構成を表す図であ
る。
【図１４】第３の実施の形態の効果を説明するためのタイムチャートである。
【符号の説明】
【０１０４】
４　　　　　シンクロトロン（加速器）
４Ａ　　　　サイクロトロン（加速器）
８　　　　　高周波電源（ビーム出射量調整装置、ビーム強度調整装置）
９　　　　　開閉スイッチ（ビーム出射量調整装置、出射時間調整装置）
１６　　　　照射装置
１６’　　　照射装置
６２　　　　タイミング制御装置（制御装置、出射可能時間設定装置、積算装置、判定装
置、出射停止装置）
６２Ａ　　　タイミング制御装置（制御装置、出射可能時間設定装置、積算装置、判定装
置、出射停止装置）
６３　　　　高周波出力制御装置（制御装置、ビーム強度設定装置）
６３Ａ　　　高周波出力制御装置（制御装置、ビーム強度設定装置）

【図１】 【図２】

【図３】
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【図４】

【図５】

【図６】

【図７】

【図８】 【図９】



(21) JP 2009-273632 A 2009.11.26

【図１０】 【図１１】

【図１２】 【図１３】
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【図１４】
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